
　令和８年６月１１日に締結した令和8年度　濁谷渓間工事　における契約に用い

る単価または金額（契約単位が一式の項目については単価ではなく金額）につい

ては別添単価表のとおり

合意単価

単価合意書締結日：令和８年６月２３日



工事区分
(レベル１)

工種
（レベル２）

種別
（レベル３）

細別
（レベル４）

渓間工 式 1.00 41,845,000

治山土工 式 1.00 2,050,000

作業土工 式 1.00 2,050,760

礫質土掘削 床固工・流路工　BH0.45m3級 m3 1147.00 1,584 1,816,848

人力掘削面整形 床固工・流路工　礫質土 m2 294.60 794 233,912

治山ダム工 式 1.00 39,671,000

1-3号コンクリート床固工 式 1.00 6,276,573

コンクリートA 18-8-40BB　ポンプ車打設（圧送管あり）　一般養生 m3 106.50 37,525 3,996,412

型枠A 丸太残存型枠（床固工） m2 41.00 19,973 818,893

型枠B 間伐材使用合板型枠（床固工） m2 87.20 14,141 1,233,095

キャットウォーク ｍ 48.00 3,132 150,336

土壌侵食防止マット伏 亀甲金網付、土壌改良材有 m2 21.10 3,689 77,837

1-3号コンクリート流路工 式 1.00 33,394,538

コンクリートB 18-8-40BB　ポンプ車打設（圧送管あり）　一般養生 m3 662.30 36,752 24,340,849

型枠C 丸太残存型枠（流路工） m2 159.30 17,562 2,797,626

型枠D 一般型枠（流路工） m2 363.60 11,287 4,103,953

目地板 瀝青質目地板(ｱｽﾌｧﾙﾄ系)　t=10mm m2 93.30 11,641 1,086,105

裏込砕石 再生クラッシャーラン40～0mm m3 11.60 25,491 295,695

キャットウォーク ｍ 88.00 3,132 275,616

土壌侵食防止マット伏 亀甲金網付、土壌改良材有 m2 134.10 3,689 494,694

渓間工付属物設置工 式 1.00 124,000

堤名板取付工 式 1.00 124,380

堤名板 B型　55cm×40cm×1.2cm　アルミ板 枚 1.00 74,414 74,414

表示板 治山シンボルマーク　タイプⅡ　400*300*10mm 枚 1.00 49,966 49,966

仮設工 式 1.00 3,932,000

仮設工 式 1.00 3,932,000

仮設工 式 1.00 437,190

省力化大型かご撤去 式 1.00 225,716

産業廃棄物処分 金属くず　DT10t 運搬距離 56.6km ｔ 2.09 15,023 31,398

河床整理 BH0.45m3級 式 1.00 98,360

圧送管組立・撤去 L=150m未満 ｍ 31.00 2,636 81,716

運搬設備工 式 1.00 3,495,385

ｹｰﾌﾞﾙｸﾚｰﾝ運搬設備 吊上荷重2ｔ以上3ｔ未満級　設置期間9ヶ月　ウインチのみ 基 1.00 3,495,385 3,495,385

直接工事費 式 1.00 45,777,000

共通仮設費計 式 1.00 8,454,503

共通仮設費(積上げ分計) 式 1.00 2,159,000

運搬費 式 1.00 2,159,119

土工機械分解組立費 式 1.00 2,159,119

共通仮設費(率計上) 式 1.00 5,794,503

現場環境改善費(率計上) 式 1.00 501,000

純工事費 式 1.00 54,231,503

現場管理費 式 1.00 16,506,990

別添

単　価　表

工事区分・工種・種別・細別

規格 単位 数量 合意単価 金額



工事区分
(レベル１)

工種
（レベル２）

種別
（レベル３）

細別
（レベル４）

別添

単　価　表

工事区分・工種・種別・細別

規格 単位 数量 合意単価 金額

工事原価 式 1.00 70,738,493

一般管理費等 式 1.00 12,262,000

一般管理費等計 式 1.00 12,262,000

工事価格 式 1.00 83,000,000

消費税相当額 式 1.00 8,300,000

請負金額 式 1.00 91,300,000

　なお、本単価表に記載のない工種（レベル２）が追加された場合の直接工事費及び本単価表に記載のない細別（レベル４）が追加された場合の共通仮設費（積上げ分）について
は、変更時の価格を基礎として協議する。


